
９

事業評価書要旨（事前・事後）

平成１４年１２月

評価対象 事務事業名 食品の安全性に関する情報の科学的・体系的収集、解析、評（ ）

価

担当部局・課 主管課 大臣官房厚生科学課（国立医薬品食品衛生研究所）

関係課 医薬局食品保健部

１．事務事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 ２ 安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること

施策目標 １ 食品の安全性を確保すること

( ) 事務事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）

食品微生物､食品中の残留農薬やダイオキシン､食品添加物､遺伝子組換え食品､新開

発食品等に関する国内外の主要な専門誌の安全性情報や国際機関･外国機関の規制情

報､緊急情報等を収集･調査し､重要と思われる事例を専門的立場から抽出して科学的

に解析､評価を行う｡これらの検討で得られた結果は厚生労働省に報告し食品の安全確

保のための行政施策に反映させる｡また､調査した情報や解析･評価結果を安全性情報

デｰタベｰスに蓄積し､今後の調査や検討に活用すると共に情報をわかりやすい形に整

理し公開する｡

予算額 （単位：百万円）

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

－ － － － ２００

( ) 事務事業の目標3
目標達成年度（又は政策効果発現時期）

アウトプット指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
報告書、公開Ｗｅｂペ

ージ

（説明） （モニタリングの方法）

情報を収集、解析、評価した結果は報 報告書数、Ｗｅｂページのアクセス件数

告書としてまとめるとともに、わかりや

すい形に整理してＷｅｂで公開する。



２．評 価

( ) 必要性1
その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

国際機関や外国機関､主な専門誌等から食品の安全性情報･ 規制情報等を迅速に収

集して科学的･体系的に評価する体制を整備し､そこで得られた結果を厚生労働省の行

政施策に反映させることを目的とする本事業は､食品に由来する微生物や化学物質等

による健康被害防止策に直結しており公益性は極めて高い｡

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

国内外で新たに明らかになった食品の安全性に係わる情報や国外の規制情報に関す

る的確かつ迅速な行政対応は国レベルで行うべきものである｡本事業は､国の食品安全

行政施策の一端を担うものであることはもとより､国の研究機関として実施すること

によって国際機関や外国政府機関からのより迅速かつ広範な情報収集が可能となり､

かつ食品の安全情報に関する国際協力体制も構築できる｡

民営化や外部委託の可否 可 否

（理由）

上記の理由により、本事業は民営化や外部委託になじまないものと考える。

緊要性の有無 有 無

（理由）

食品の安全性をおびやかす問題や事件の多発により食品の安全性に対する国民の不

安は頂点に達していることから､食品の安全性情報の科学的･体系的収集･評価体制の

整備は緊急を要すると考えられる｡

( ) 有効性2
政策効果が発現する経路

外国機関､国際機関の規制情報や緊急情報及び専門誌の安全性情報等を専門家が常

時チェックし、疑わしい情報あるいは重要と思われる情報を抽出して解析､評価する

ことにより､外国の重要な規制情報や安全性情報の入手の遅れによる重大な健康被害

の防止をはかることが期待される｡

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

)国内外の安全性情報､規制情報など食品の安全性情報を専門家が科学的かつ客観的1
な立場から収集･解析･評価する体制が構築される｡

)収集した情報や評価結果をデｰタベｰス化することにより､情報の蓄積､再利用及び効2
率的かつ迅速な情報検索が可能になる｡

)この結果､新たに明らかになった重大な安全性情報等を迅速に入手して評価し､厚生3
労働省の食品衛生行政に反映させて食品の安全確保をはかることができる｡



政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

特になし



１４

事業評価書要旨（事前・事後）

平成１４年１２月

評価対象 事務事業名 天然食品添加物の規格基準策定及び残留農薬試験法等に関す（ ）

る研究

担当部局・課 主管課 大臣官房厚生科学課（国立医薬品食品衛生研究所）

関係課 医薬局食品保健部

１．事務事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 ２ 安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること

施策目標 １ 食品の安全性を確保すること

Ⅲ 食品添加物の規格基準の整備及び１日摂取量調査等の実施により、

食品添加物の安全性の確保を図ること

Ⅳ 残留農薬の実体の把握及び残留農薬基準の整備により、食品の安全

性の確保を図ること

( ) 事務事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）

天然食品添加物に関する研究事業としては、公定書の整備に向け天然食品添加物の

うち含有成分が未解明な品目を中心に、含有成分の解明と規格試験法の開発を行う。

また、天然食品添加物に関する業界自主規格中の規格試験法の妥当性を検証し、問題

点に対する改良試験法を開発する。さらに食品香料の品質試験の国際的動向に適切に

対応した我が国の規格整備を行うために、食品用香料の規格試験法を検討する。

残留農薬に関する研究事業としては、液体クロマトグラフ 質量分析計（ ）/ LC/MS
等を用いた効率的な一斉試験法を検討し、公定スクリーニング法として確立する。ま

た、残留農薬等の摂取量推定は従来マーケットバスケット方式で行われてきたが、モ

、 。ニタリングデータと食品摂取量から推定する手法を確立し リスク評価の幅を広げる

予算額 （単位：百万円）

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

－ － － － ２４

( ) 事務事業の目標3
目標達成年度（又は政策効果発現時期）

アウトプット指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
既存添加物の規格数

残留基準設定農薬数



（説明） （モニタリングの方法）

２．評 価

( ) 必要性1
その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

(理由) 食品衛生法上の規格基準の策定や公定スクリーニング試験法の作成は国の仕

事であり､その基準・試験法は民間検査機関等で活用されるものである｡製品品質と使

用法の安全性の確保に資するものであることからそれらの公益性は明らかである｡農

薬摂取量調査も残留基準値設定の妥当性を検証する上でも役立つという観点から公益

性がある｡

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無

(理由)天然食品添加物業界では中小企業が多く､化学的安全性評価に必要な研究能力

が不充分な企業が多い｡また､地方衛生研究所は日常検査業務で忙しい上に､未知成分

の構造決定と分析法の開発など既存添加物の化学的安全性評価研究に必要な能力を充

分に持たない｡まず国立研究機関が規格試験法案を開発することで､地方衛生研究所､

民間検査機関､製品製造企業に規格試験法案の妥当性確認を依頼することはできる｡ま

た､食品衛生法上の公定スクリーニング試験法を作成するのは国の仕事である｡地方の

検査データを含む多数のモニタリングデータを国として集積しており､農薬摂取量調

査はその活用の一環である｡

民営化や外部委託の可否 可 否

(理由)公定法は国立医薬品食品衛生研究所が地方衛生研究所､指定検査機関等の意見

をくみ入れながら確立するのが望ましく､外部委託はそぐわない｡さらに民間検査機関

では､規格試験法の新規開発は目的自体が異なる上に能力的な問題もあり､受託は不可

能と思われる｡

緊要性の有無 有 無

(理由)厚生労働省は平成 年度から食品添加物の安全性評価に関しては作業を加速14
させ､今後３年間で実験動物による毒性試験を終了させる目標を立てている｡しかし当

然ながら化学的安全評価が伴わなければ食の安全管理は不可能であり､意味をなさな

い｡化学的安全性評価研究を並行して行い､出来るだけ早急に現在使用されている天然

系食品添加物を公定書に収載することによって､法的整備を図らなければならない｡

一方農薬に関しても厚生労働省は今後３年以内に 農薬の基準値設定を予定して200
おり､検査の効率化のために､公定スクリーニング試験法の開発は急務である｡また､現

在､基準値設定は幼小児への暴露量評価を基に進められており､マーケットバスケット

方式に替わる､幼小児のリスク評価が可能な新しい手法を確立する必要がある｡

( ) 有効性2
政策効果が発現する経路

検討した規格基準が公定書に収載されることにより､あるいは試験法が食品衛生法



上の公定スクリーニング試験法として発出されることにより民間検査機関及び地方自

治体衛生研究所､さらに民間等で活用されることが期待される｡マーケットバスケット

に替わる農薬摂取量調査法が確立できれば､きめ細かなリスク評価が可能になり､残留

農薬基準値設定にも反映させることができる｡

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

天然添加物の公定書の整備により､安全な食品の提供への基盤が確立される｡さらに

規格基準の策定及び試験法の標準化等による国内法の整備により､現在活発化しつつ

ある国際規格への迅速な対応が可能となる｡また､検討した試験法が食品衛生法上の公

定スクリーニング試験法として発出されれば､民間検査機関及び地方自治体衛生研究

所等で活用されることが期待される｡その結果､検査件数が増加し､毎年国が収集して

いるモニタリングデータ数も増加が見込める｡

モニタリングデータ数の増加は､マーケットバスケットに替わる農薬摂取量調査法

にとっても有用であり､きめ細かなリスク評価が可能になり､残留農薬基準値設定にも

反映させることができる｡

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

なし



１５

事業評価書要旨（事前・事後）

平成１４年１２月

評価対象 事務事業名 水道施設整備費補助（安全で質が高い水道の確保を図る）（ ）

担当部局・課 主管課 健康局 水道課

関係課

１．事務事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 ２ 安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること

施策目標 ３ 安全で質が高く災害に強い水道を整備すること

Ⅰ 安全で質が高い水道の確保を図ること

( ) 事務事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）

（平成１４年度新規採択事業であって、事業費が１０億円以上の事業）水道施設整備費補助

簡易水道等施設整備費補助

・簡易水道再編推進事業（ １件 １，７８０百万円）

維持管理面、経営面等で脆弱性を有する簡易水道を統合し、水質管理体制の強

化を図る。

・生活基盤近代化事業（ １件 １，０３７百万円）

水質基準に適合しなくなり、飲用困難となった水道施設の改良、クリプトスポ

リジウム等の感染性微生物対策としての水道施設の改良等。

水道水源開発等施設整備費補助

・高度浄水施設整備費（ ７件 ９，９４５百万円）

水源汚染、感染性微生物等に対応するため、高度浄水施設を整備。

予算額 （単位：百万円）

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

－ － － － ２８，８６１

( ) 事務事業の目標3
目標達成年度（又は政策効果発現時期） 別紙

アウトカム指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
統合された簡易水道等 － － － － －

事業者数 ３施設

（説明） （モニタリングの方法）



当該事業により統合した簡易水道事業 実績報告書

者（飲料水供給施設を含む）の数

アウトカム指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
高度浄水処理水の利用 － － － － －

者数 人555,300
（説明） （モニタリングの方法）

当該施策により新たに高度浄水処理水 実績報告書

を利用する人数

２．評 価

( ) 必要性1
その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

水道は国民の日常生活に直結し、その健康を守るために欠くことのできないもので

あり、水道の適正な管理の観点から行政の関与が必要である。

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

規模が小さく経営基盤の脆弱な水道事業者等については、クリプトスポリジウムや

有害化学物質等による汚染などの水質問題に対し、的確に対応ができる水質管理体制

を整備することが難しいため、公衆衛生上の観点から国の支援が必要である。

民営化や外部委託の可否 可 否

（理由）

高度な水質管理能力のある近隣の水道事業者や民間に浄水場等の運転・管理を委託

することが可能である。また、民間資金の活用（ＰＦＩ）による水道施設の建設・維

持管理も有効な解決手段のひとつである。

緊要性の有無 有 無

（理由）

クリプトスポリジウム等の感染性微生物については、人の健康に重大な影響を及ぼ

す恐れがあるため、速やかに的確な水質管理体制を整備する必要がある。

( ) 有効性2
政策効果が発現する経路

財政資源 → 水道施設の統合、高度浄水施設等の整備

↓

経営基盤の強化、的確な水質管理



↓

安全で良質な水道水の安定的な供給

↓

公衆衛生の向上、生活改善

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

・事業内容

水道水源の原水汚染等により、水質基準等に適合した水道水の供給を行うことが困

難な状況となっている水道事業者に対し、水質悪化に対応した施設の整備に必要な費

用の一部を補助する。

・これまで達成された効果

10 11 12高度浄水処理水の推計 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ Ｈ Ｈ

15,258 15,315 17,243 23,222 26,502利用人口（千人）

・今後見込まれる効果

安全で良質な水道水の供給が可能となるとともに、水道事業の統合等により技術面

や財政面の強化が図られ、水道水の安定供給が可能となる。

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

な し

( ) その他3

な し



１６

事業評価書要旨（事前・事後）

平成１４年１２月

評価対象 事務事業名 水道施設整備費補助（災害に強い水道の整備など水道水の安（ ）

定供給を図る）

担当部局・課 主管課 健康局 水道課

関係課

１．事務事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 ２ 安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること

施策目標 ３ 安全で質が高く災害に強い水道を整備すること

Ⅱ 災害に強い水道の整備など水道水の安定供給を図ること

( ) 事務事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）

（平成１４年度新規採択事業であって、事業費が１０億円以上の事業）水道施設整備費補助

簡易水道等施設整備費補助

・簡易水道再編推進事業（ ９件 ２５，６９０百万円）

維持管理面、経営面等で脆弱性を有する簡易水道を統合し、水道水の安定供給

を図る。

・生活基盤近代化事業（ ２件 ２，７１０百万円）

渇水に対応するために水量拡張、老朽施設の更新等により災害に強い水道を整

備。

水道水源開発等施設整備費補助

・水道広域化施設整備費（ ２件 ３３，７０７百万円）

広域的な水運用及び水道施設の効率的利用を図るための、広域化施設の整備。

・緊急時給水拠点確保等事業費の充実・強化（ ４件 ７，０８３百万円）

災害時の水の確保のため、配水池、配水管を利用した貯留施設等の整備。

・水道管路近代化事業（ ２件 ４，４７８百万円）

石綿セメント管の更新整備。

予算額 （単位：百万円）

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

－ － － － ５８，２７９



( ) 事務事業の目標3
目標達成年度（又は政策効果発現時期） 別紙

アウトカム指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
統合された簡易水道等 － － － － － ４５施設

施設数

（説明） （モニタリングの方法）

当該事業により統合した簡易水道施設 実績報告書

（飲料水供給施設を含む）の数

アウトカム指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
水不足解消人口 － － － － － 人9,007
（説明） （モニタリングの方法）

当該事業により水の不足（１人１日当 実績報告書

たりの最大給水量が１５０㍑以下）が解

消される人口

アウトカム指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
広域水道受水人口 － － － － － 人656,692
（説明） （モニタリングの方法）

当該事業により広域的な水道用水供給 実績報告書

事業者又は水道事業者から水道水を受水

する人口

アウトカム指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
災害時応急給水 － － － － － ６．４時間三 重 県

可能時間の増 － － － － － １．３時間津 山 市

（説明） （モニタリングの方法）

当該事業による災害時における応急給 実績報告書

水能力（時間）の増加量

アウトカム指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
緊急時連絡管 － － － － － 人神奈川県 18,600
ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ人口 － － － － － 人津 山 市 101,600
（説明） （モニタリングの方法）

当該事業により緊急時に連絡管により 実績報告書

給水を受ける人口

アウトカム指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
更新される石綿セメン － － － － －

61.4kmト管の延長

（説明） （モニタリングの方法）

当該事業により更新される石綿セメン 実績報告書

ト管の延長



２．評 価

( ) 必要性1
その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

水道は国民の日常生活に直結し、その健康を守るために欠くことのできないもので

あり、水道の適正な管理の観点から行政の関与が必要である。

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

水道は、都市そのものを支える社会基盤施設であり、地震等の災害時に住民に対す

る給水の確保を図るとともに、非常時において一定の都市機能を維持するための給水

をも確保する必要がある。このため、国家的見地から、災害等に強い水道施設を整備

する必要がある。

民営化や外部委託の可否 可 否

（理由）

（ ） 。民間資金の活用 ＰＦＩ による水道施設の建設も有効な解決手段のひとつである

緊要性の有無 有 無

（理由）

、 。近年 阪神大震災や芸予地震など水道施設に重大な被害をもたした地震が発生した

これらの経験を通じ、清浄な水を得るための手段が水道以外にないような都市地域な

どでは、水道が被災した場合でも最小限必要な機能を維持できるようにしなければ、

被災者の生命を守るために極めて重要な飲料水、医療用水、消火用水などの水の確保

にも支障が生じることが明らかとなっており、水道の耐震化を推進することは喫緊の

課題である。

( ) 有効性2
政策効果が発現する経路

財政資源 → 水道施設の統合・広域化、耐震化等の整備

↓

災害に強い水道施設・体制の確立

↓

水道水の安定的な供給、災害時における応急給水

↓

国民の生命を守り、都市機能を維持

安心・快適な生活環境の実現

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

・事業内容

渇水・地震等の災害に強い水道施設を整備するため、水道事業者に対し施設整備費

の一部を補助する。



・これまで達成された効果（平成８年度から平成１２年度までの水道統計より）

10 11 12Ｈ８ Ｈ９ Ｈ Ｈ Ｈ

83,660 84,502 86,119 86,692 87,565広域水道受水人口 千人（ ）

10 11 12管種別布設延長割合 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ Ｈ Ｈ

8.3 7.5 6.6 5.7 4.8石綿セメント管（％）

・今後見込まれる効果

災害に強い水道の整備が図られ、水道水の安定供給が可能となる。

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

な し

( ) その他4
な し



１７

事業評価書要旨（事前・事後）

平成１４年１２月

評価対象 事務事業名 水道施設整備費補助（未普及地域の解消）（ ）

担当部局・課 主管課 健康局 水道課

関係課

１．事務事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 ２ 安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること

施策目標 ３ 安全で質が高く災害に強い水道を整備すること

Ⅲ 未普及地域における水道の整備を図ること

( ) 事務事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）

（平成１４年度新規採択事業であって、事業費が１０億円以上の事業）水道施設整備費補助

簡易水道等施設整備費補助

・水道未普及地域解消事業（１０件 １９，２４４百万円）

水道がまだ布設されていない地域に水道施設を新設する事業 。

・簡易水道再編推進事業（１件 ２，２５５百万円）

既存の簡易水道等を区域拡張することにより、未普及地域を解消。

予算額 （単位：百万円）

予算額 （単位：百万円）

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

－ － － － ２６，６６４

( ) 事務事業の目標3
目標達成年度（又は政策効果発現時期） 別紙

アウトプット指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 目標値基準値/
給水人口 － － － － － ２２，３２５人

（説明） （モニタリングの方法）

当該事業により、新たに水道を利用す 補助事業の実績報告

る人数



２．評 価

( ) 必要性1
その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

地理的条件等により、需要者負担だけでは、水道を布設することが困難な地域に

対し、公衆衛生の向上、生活改善の見地から行政が関与し、水道施設を整備する。

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

地理的条件等により、市町村の負担及び需要者負担だけでは、水道を布設するこ

とが困難な地域に対し、公衆衛生の向上、生活改善の見地から国が関与し、水道施

設を整備する。

民営化や外部委託の可否 可 否

（理由）

市町村の同意を得て民間が水道事業を行うことは可能である。また、民間資金の

（ ） 。活用 ＰＦＩ による水道施設の建設・維持管理も有効な解決手段のひとつである

( ) 有効性2
緊要性の有無 有 無

（理由）

飲料水等の生活用水の確保は、人が生活していく上で不可欠であり、飲料水等の

需給に困却している地区等については、速やかに水道を整備し、安全で良質な水の

安定供給を図るべきである。

政策効果が発現する経路

財政資源 → 水道施設の整備

↓

水道未普及地域の解消

↓

安全で良質な水道水の安定的な供給

↓

公衆衛生の向上、生活改善

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

・事業内容

都道府県が行う水道がまだ布設されていない地域に水道施設を新設する事業に

対しその費用の一部を補助する。

・これまで達成された効果（平成８年度から平成１２年度までの水道統計より）

10 11 12Ｈ８ Ｈ９ Ｈ Ｈ Ｈ

5,093 4,911 4,712 4,571 4,341水道未普及人口（千人）

・今後見込まれる効果



水道未普及地域が解消されるとともに、適切に管理された水道水が供給され有

害物質や －１５７等の感染性微生物等による健康上の問題が解決され、地域住O
民の公衆衛生の向上と生活の改善が図られる。

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

なし

( ) その他3

なし



１８

事業評価書要旨（事前・事後）

平成１４年１２月

評価対象 事務事業名 職業生活活性化のための年単位の長期休暇制度導入に向けた（ ）

取組

担当部局・課 主管課 労働基準局勤労者生活部企画課

関係課

１．事務事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 ３ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること

施策目標 ４ 勤労者生活の充実を図ること

Ⅲ 自由時間の充実等勤労者生活の充実を図ること

( ) 事務事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）

少子高齢化、経済・産業構造の変化が進展する中で、働く人たちが意欲と確信を持

って働くことが出来るようにしていくために、職業生活に入ってから一定期間経過後

に区切りをつけて、年を単位とする長期休暇（原則無給）を付与する制度の導入に向

けた取組を図る。

予算額 （単位：百万円）

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

97－ － － －

２．評 価

( ) 必要性1
その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

（理由）急速な少子・高齢化の進行は、社会保障をはじめとして社会経済全体に重大

な影響を及ぼす。本事業は、従来少子化要因とされてきた諸問題の解消を図るもので

あり、また、年単位の長期休暇制度という新たな制度の導入が新しい需要を生む等、

高齢化社会の下での社会の活性化にも資することから、高い公益性を有する。

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無

（理由）本事業は、シンポジウムの開催を通じて、広く一般国民の意識啓発を図るも

のであるため、まず国として実施すべきものである。

民営化や外部委託の可否 可 否

（理由）本事業は、シンポジウムの開催を通じて、広く一般国民の意識啓発を図るも

のであり、また、年単位の長期休暇制度は、本事業において新たに導入に向けた取組



を行うものであり、民間企業やその他外部機関にノウハウ等がないため、まず国とし

て実施するのが適切である。

緊要性の有無 有 無

（理由）少子高齢化、経済・産業構造の変化が進展する中で、企業組織の改編や倒産

の増加等により、働く人達は、失業や予期しない処遇の変化に見舞われるなど、全生

涯を見通して安心して働き続けることが出来なくなっているとともに、働くことによ

るストレスも大きくなっている。こうした変化の中で、働く人達が意欲と確信を持っ

て働くことが出来るようにしていくことに効果のある職業生活活性化のための年単位

の長期休暇制度導入に向けた取組（原則無給）を早急に図る必要がある。

( ) 有効性2
政策効果が発現する経路

○ 本事業の内容

各界・各層を代表する有識者を集め、諸外国における長期休暇制度（キャリア・ブ

レーク等）の実態調査を踏まえ、我が国における年単位の長期休暇制度導入に向けた

研究会を開催するとともに、国内外の年単位の長期休暇制度に関する先進的な事例紹

介を含んだシンポジウムを開催する。

○ 本事業の目標とする政策効果

上記事業を実施することにより、年単位の長期休暇制度の導入に向け、広く一般国

民の意識啓発を図る。当該年単位の長期休暇制度導入に向けた取組は、職業生活の再

設計や自主的な職業能力再開発、子育て体制の再構築等、勤労者生活の充実（働く人

達が意欲と確信を持って働くことができる環境整備）を実現するほか、従来少子化要

因とされてきた諸問題の解消や高齢化社会の下での社会の活性化にも資する。

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

年単位の長期休暇制度導入に向け、広く一般国民の意識啓発を図ることができる。

また、職業生活の再設計や自主的な職業能力再開発、子育て体制の再構築等、勤労者

生活の充実（働く人達が意欲と確信を持って働くことができる環境整備）を実現する

ほか、従来少子化要因とされてきた諸問題の解消や高齢化社会の下での社会の活性化

にも資する。

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

なし

( ) 効率性3
手段の適正性



本事業は、年単位の長期休暇制度という新たな制度の導入に向け、国民の意識啓発

を図ることを目的とするものである。事業の対象が広く国民一般であること、また、

民間企業やその他外部機関に本事業に係るノウハウ等がないことから、諸外国の先進

的事例の調査・研究及び国民一般を対象としたシンポジウムの開催等による先進的事

例の紹介等を国が実施する手段が最も適正かつ効率的である。

効果と費用との関係に関する分析

本休暇制度の導入を図ることは、職業生活の再設計や自主的な職業能力再開発、子

育て体制の再構築など個人の全生涯を見据えた働き方と生活の在り方の見直しの機会

を確保するものであり、少子化対策の一環として、将来における年金制度の安定的運

営につながるものと考えられる。また、年単位の長期休暇制度という新たな制度の導

入は、新たな需要を生むなど、社会の活性化につながる副次的効果が期待できると考

えられる。

他の類似施策（他省庁分を含む）がある場合の重複の有無 有 無

（有の場合の整理の考え方）

( ) その他4
なし


